
様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフエニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

2雛年7織日
金沢市長 殿

届出者

＆” 簔望鯆瀧理鯉言
氏名

電話番号 代緬締役准上惨
ポリ塩化ピフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）
の規定に基づき、令和 6年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1． ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

|保管事業場‘
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特別管理産業
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保管事業場の

保管事業場の

特別管理産業
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’名称 興伸ピル

石川県金沢市片町2丁目2番21号所在地

廃棄物管理責任者の職名及び氏名 ’ |電話番号|’’電話番号 ’電気主任技術者西上章 090 4681 0025

’興伸ピル屋上キユーピクル所

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物
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(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

興伸ビル

金沢市片町2丁目2番21号

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

株式会社サイジョーエステート代表取締役西上悟 |電話番号’電話番号’
ポリ塩化ピフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名
076-229-7000

’所在の場所 同上

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。 ）

量廃棄の見込み製品の型式等
濃度
区分
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定格
容量 製造者名｜ 型式 ｜製造隼月|表奮号

’
《
ロ 低濃度 6.0mg/k9未定 545kg変圧器（トランス） 松下電器 I75kVA 1968.1231-001

《
ロ 低濃度 2.3mg/k9未定 303kg変圧器（トランス） 50kVA I松下電器 11968.1031-002

｜

’
②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）
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様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

2024年10月 日

金沢市長

届出者

住所 金沢市西金沢5丁目292番地

氏名 株式会社サイジヨーリース
電話番号代承頗諦役溢上 惨

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条に主

の規定に基づき、令和 6年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

~
ｌ
ｌ

１
１
１
１

保管事業場の名称 8億年ビル

保管事業場の所在地 石川県金沢市片町1丁目11番5号

| ’’電気主任技術者西上章特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 090 4681 0025

保管の場所 屋上キュビクル

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物
－
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報告書発行番号 024-PI'259号
発行年月日 2024年10月2日

分析結果報
生
ロ 書

,ス株式会社株式会社サイジョーリース御中
保全グループ

三郷3番地

II(I)|(’ ）I

御依頼を受けました試験の結果は、下記の通りであることを報告いたします。

記

受取年月日

試 料 名

試験の対象

試験の方法

2024年9月24日

絶縁油

PCB

絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル（第3版) 2. 1.2

加熱多層ｼﾘｶｹﾞﾙｶﾗﾑ/ｱﾙﾐ劫ﾗﾑ/ｷｬﾋﾞﾗﾘｰｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ/電子捕漉型検出器法

■＝ 一 一一｡■

’
分析法検出下限値(MDL)

0. 15mg/k9
試験の結果

＝1 哩 【ニーーーム ＝由香■ F宇 L亜〆 ‘=

｢燕~了場所 ’ 8億年ピル
｜ 採取者 ｜ 日本海環境ｻｰﾋｽ株式会社環境事業本部環境保全ｸﾙｰﾌ’
1 採取 日 2024年9月24日
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報告書発行番号 024-P1260号
発行年月日 2024年10月2日

分析結果報 告書

ドス株式会社株式会社サイジョーリース御中
保全グループ
三郷3番地

８

１

日
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ｳ

御依頼を受けました試験の結果は、下記の通りであることを報告いたします。

記

2024年9月24日

絶縁油

PCB

絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル（第3版) 2. 1.2

加熱多層ｼﾘｶｹﾞﾙｶﾗﾑ/ｱﾙﾐﾅｶﾗﾑ/ｷｬﾋﾟﾗﾘｰｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ/電子捕獲型検出器法

受取年月日

試 料 名

試験の対象

試験の方法
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一 ■■

｜ 採取場所
｜採取者
｜ 採取 日

8億年ピル

日本海環境サービス株式会社環境事業本部

2024年9月24日
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様式第一号（一） (第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ピフエニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

2024年10月 日

金沢市長 殿

届出者

住所金沢市西金沢5丁目292芯地

氏名 株式会牡サイジヨーリース
電話番号代表賦締役溢上 暢

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第］

の規定に基づき、令和 6年度のポリ塩化ピフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1 ．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

~~

１
１
１
１ ’

Ｉ
ｌ

保管事業場の名称 TOPビル

保管事業場の所在地 石川県金沢市片町2丁目21番17号

’ |電話番号’電話番号特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 電気主任技術者西上章 090 4681 0025

保管の場所 屋上キュピクル

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

■■■■■■■
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台数又
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サービス

なし
トランス

(動力）
なし なし
I

ざ

、

｜
~
｜

‐

謡

■

■

’

一

一
■
■
■
一
一

岸

■

■

一

一

西

三

一
■
・
一
旬

ｌ

■

一

霊

■

腔

壗

■

」

Ⅱ
－
１
－
Ｎ

一
脚
１
脚
‐

一

・

■

二
一

’
a

■■



報告瞥発行番号 024-P1357号
発行年月日 2024年10月2日

分析結果報
生
ロ
室
冒

社
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株式会社サイジョーリース御中

司
冑

f
f

6L（／

御依頼を受けました試験の結果は、下記の通りであることを報告いたします。

記

受取年月日

試 料 名

試験の対･象

試験の方法

2024年9月24日

絶縁油

PCB

絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル(第3版)2.12
加熱多層ｼﾘｶｹﾞﾙｶﾗﾑ/ｱﾙﾐﾅｶﾗﾑ/ｷﾔﾋﾟﾗﾘｰｶﾞｽｸﾛﾏ|､ｸﾞﾗﾌ/電子捕獲型検出器法

~
~~一q 〒＝＝弓一一F一 ■

’ ’
分析法検出下限値(MDL)

0. 15mg/k9
~

採取場所 I TOPピル
採取者 ｜ 日本海環境ｻｰﾋｽ株式会社環蝋
採取 日 ’ 2024年9月24日
採取者 ｜ 日本海環境ｻｰﾋｽ株式会社環境

~~

Ｆ
１
且
Ｉ
卜
ｎ
ｒ
ｌ
且
Ｌ
レ
ト
削
即
Ｐ
Ⅳ
Ⅲ
ｒ
Ｉ
Ｉ
ｌ
Ｉ
Ｋ
ｌ
ト
ー

事業本部環境保全ｸﾙｰﾌﾟ ■
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■

■
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■

■

■
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b ﾛ－－ ｰ ＝

名 称

（廃棄物の種類）

トランス(動力）

~
機器重重

油 愛

製造者名

製造年月

型 式

｜ 製造番号

三菱電機

1987年
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H201216

~

ロ－

消防法で定める
危険物の品名

~

その他

定格容量: 200KVA
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試験の結果 28Ing/k9



様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ﾋﾌﾆﾆ蠣棄物等"保管及び処分状況等届出書(保管事業者及び所有事業熟年ELR 'c'B
金沢市長

届出者

住所 金沢市西金沢5丁目292番地

株式会社サイジョーリース
氏名

代承賦締役綾上 桧電話番号

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）~ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条に求

の規定に基づき、令和 6年産のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1． ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

Ｉ
ｌ
ｌ

’

１

１
１
１

’保管事業場の名称 オーロラ会館

保管事業場の所在地 石川県金沢市片町2丁目21－27

’ |電話番号’電話番号特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 電気主任技術者西上章 090 4681 0025

保管の場所 オーロラ会館2階電気室

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ピフェニル廃棄物
－

I■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

愚 ’廃棄物の型式等 保管の状況
－

処分予
定

年月 鬮函 團図
ざ＝

処理業者との

調整状況
定格

容邑
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■■

番号 廃棄物の種類 参考事項
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等
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様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ボリ塩化ピフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

”裁畔乙月韓
金沢市長 殿

届出者
金沢市西金沢5丁目292番地住所

株式会社サイジョーリース
氏名

代頗締役極上 惨
電話番号

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ピフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条に主

の規定に基づき、令和 6年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ピフェニル廃棄物について

|保管事業場の名称ﾐﾘｵﾝﾋﾙ
保管事業場の所在地石川県金沢市片町2丁目Ⅲ3-]」
特別管理産業廃楽物管理責任者の職名及び氏名|電気主任技術者藺上章

｜ 保管の場所 ｜ﾐﾘｵﾝﾋﾙ地階電気室

１
１
１
１

090 4681 0025

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ピフェニル廃棄物

函函
｜ 量 I廃棄物の型式等

処分予
定

年月

台数又
は

容器の

数

処理業者との
調整状況

定格
容麓

(kva)

廃棄物の種類 参考事項総璽量
（1台当たり

Ⅲ趣x台数）

表示記号

等
製造者名 型式 製造年月

■
■
Ｉ

■
■
■

■
■
■

■
■
■

■
■
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■
■
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■
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予定

濃度区
分

容器の
性状

漏れの
恐れ

分別。

混在
製造者廃棄物の種類 定格容量 製造年 製造番号番号 型式 台数 総重量 備考
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様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第1面）

ポリ塩化ビフエニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年6月 1 日
金沢市長 殿

届出者

住所金沢市柳橋町丙3－1

氏名株式会社サンレー代表取締役佐久間
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号076-258-1230

庸和

ポリ塩化ビフエニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）
の規定に基づき、令和 6年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1． ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

’ ｜
’

保管事業場の名称 株式会社サンレー古府紫雲閣

’保管事業場の所在地 金沢市古府1－226

’ |電話番号電話番号特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 総務課長伊藤充 076-258-1230

保管の場所 金沢市古府1－226

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

’ | －…’ 量 －
処分予

廃棄物の型式等
~

保管の状況

定

年月

台数又
は

容器の

数

濃度

区分
番号 廃棄物の種類 処理業者との

調整状況
分別・

混在の

別

漏れ等
の

おそれ

定格

容藍

総軍量
（ ］台､Hたり

11k敗×台数）

表示記号

等
参考事項容器の

性状
等
無
い
有
囲
の

製造者名 型式 製造年月

I願1 台20.0 120.0台1

囲い

有、掲
示無 | i"|

PCB濃度

l.7mg/kg

製造番号
325114

BRTR-

A6JR
コンデンサー‐ 東芝30 KVA S50,8 R9.3 なし 分別 なし －

’

(日本産業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 壁

濃度
区分
保管開始
年月日

保管開始
理由’

廃棄物の種類番号 総重量
( 1台､↓iたり
jK吐×台数）

参考事項定格
容量

表示記号
等

台数又は
容器の数

製造者名 型式 製造年月

製造番号
325114

電気設備の更新によ
り取り外し保管

PCB濃度
1.7mg/k9

30 KVA| 東芝 I BRTR-A6JRI S50.8コンデンサー 1 台| 20.0 kg 低濃度 R6.5.33

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

濃度
区分
保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

番号 廃棄物の種類 総重量
（1台'Liたり
1K雌×台数）

参考事項
難|鯉造書名|型式

製造年
月

表示記号
等
台数又は
容器の数

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

番号 廃棄物の種類

廃棄物の型式等

定格
容量

製造者名

’
’

型式
製造年
月

表示記号

等

’

量

台数又は
容器の数

総重量
（1台､↓iたり
爪杜×台数）

濃度
区分

自ら処分した場合

処分

年月日
処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

処分委託

年月日

処分受託者の
名称

処分

年月日

参考事項



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称 株式会社サンレー古府紫雲閣

金沢市古府1－226所在事業場の所在地

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名 |電話番号’電話番号総務課長伊藤充 076－258－1230

’所在の場所 金沢市柳橋町丙3－］

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み 量

濃度
区分

製品の種類番号 総重量
（1台､¥たり
砿欣×台放）

定格

容量
参考事項廃棄予定

年月
処分業者との
調整状況製造年月 |表零号

台数又は

容器の数
製造者名｜ 型式

製造番号
H181852

左記期日までに廃棄予
定

PCB濃度
44mg/kg

変圧器（トランス） 三菱電機 SF-T形 R9.3.*1 1987年75 KVA 1 台235.0 kg 低濃度

'00 %vA|三菱電機| RA-T形| 1986f l篭繍『 "'*|産記馴…に臓〒定
PCB濃度
5.2mg/k9

変圧器（トランス）2 今
口 低濃度350.0 kgI

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由

番号 製品の種類 総重量
（ 1台､Jiたり
肛俄×台数）

定格
容量

参考事項台数又は
容器の数

表示記号
等

製造者名｜ 型式 製造年月

｜ ’



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品

製品の型式等 瞳

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

製品の種類番号 総重量
（1台､'iたり
IItht×台数）

鑿|製遣者糸
参考事項台数又は

容器の数型式 |製造年月|表零号

■■

備考 1． この届出書は、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び
「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5~ 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の柵には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8~ 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9~ 「量」の柵のうち、 「総重量」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「機度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高機度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」 とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の柵には、ポリ塩化ピフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の棚のうち、 「分別・混在の別」の棚には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の柵には、保管中のボリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。



(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフエニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること （例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の棚には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の棚には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフエニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



告書試験報

第 A2400915-001 号

2024年5 月 15 日

様サンレー古府紫雲閣

エオネックス

石川県金沢市東蚊爪町1-19-4

篭
076-238-9685（直
試験責任者宮本

件 名サンレー古府紫雲閣PCB検査

採取年月日 2024年5月 3 日

採取者松井電気設備管理事務所松井尚治

試験名絶縁油PCB含有量試験

採取場所石川県金沢市古府1丁目226サンレー古府紫雲閣

進相コンデンサBRTR-A6JR型式

製造番号東京芝浦電気株式会社製造会社 325114

| ！定鰐量, ’
出力
(定格容量）

総重量
(kg)

製造年月日 1975年8月 2030kVA

御依頼を受けました試料についての試験結果は次のとおりです。

試験方法試験結果試験項目

絶縁油中のPCB簡易
定量法2．3. 1Xポリ塩化ピフェニル (mg/kg) 1. 7

以下余白

※分析方法：絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法ﾏﾆﾕｱﾉﾚ(第3版）簡易定量法2.3. 1(平成23年5月環境省）

PCB濃度が処理の目標基準(0.5mg/kg)以下であるときは、 PCB廃棄物に該当しない。

(平成16年2月17日環廃産発第040217005号）

PCB濃度が処理の目標基準(0. 5mg/kg)を超えたときは、 PCB廃棄物として適正に保管等の処理並びに届出を行う。

(平成17年12月19日環廃産発第051219001号）

備考



No I

サンレー古府紫雲閣

微量PCB機器保管状況

1

1

No 2

3 ."

サンレー古府紫雲閣

微量PCB機器保管状況

犀p
凸一

画
｡

1，
､



令和 6 年 6 月 4 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

の規定に基づき、令和

保管の場所

電話番号

金沢市金石北3丁目1-1

076-267-1151製造部　施設課　本波　和利

保管事業場の名称

金沢市金石北3丁目1-1

届出者   

住　所

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

氏　名

電話番号

三善製紙株式会社　金沢工場

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

元 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

076－267－1151

三善製紙株式会社　代表取締役社長　星野　利典

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

（第１面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

保管の状況

金沢市長

（日本工業規格　Ａ列４番）

廃棄物の種類
処理業者との

調整状況
参考事項

濃度
区分定格

容量
台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

容器の
性状

量



型式 製造年月

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

29-007 変圧器 kVA なし 1974 1 台 680 kg
低濃
度

2023.7.7
株式会社富山環境

整備
7.4㎎/㎏

29-009 変圧器 kVA PS6-K2 1973 1 台 166 kg
低濃
度

2023.7.7
株式会社富山環境

整備
1.0㎎/㎏

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

保管開始
年月日

廃棄物の型式等

定格
容量

参考事項
製造者名

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

保管終了
年月日

濃度
区分

量

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

廃棄物の種類
保管開始

理由
参考事項

製造者名
定格
容量

総重量
（１台当たり
重量×台数）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項
製造者名

量廃棄物の型式等

表示記号
等

型式 製造年月

定格
容量

処分
年月日

表示記号
等

量

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

廃棄物の型式等

表示記号
等

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合自ら処分した場合

30

濃度
区分

300
愛知電気
工作所

2023.7.18

2023.7.18
東京芝浦

電気
（株）



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

廃棄予定
年月

製品の種類

製品の型式等

番号 処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

量

参考事項台数又は
容器の数

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

三善製紙株式会社　金沢工場

金沢市金石北3丁目1-1

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量製品の型式等

参考事項台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日定格

容量

製造部　施設課　本波　和利
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名
076-267-1151

所在の場所

電話番号

定格
容量

廃棄の見込み

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

備考

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）







令和 6 年 5 月 30 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

保管の状況

容器の
性状

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

金沢市長

保管事業場の名称

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項

電話番号

量

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

（第１面）

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和

定格
容量

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

廃棄物の種類

保管の場所

処理業者との
調整状況

住　所

氏　名

電話番号

濃度
区分

076-249-0727

石川県金沢市打木町東１３３９

076-249-0727

取締役　南　博文

該当なし

有限会社サンライズテクニカ

石川県金沢市打木町東１３３９

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
取締役　南　博文
有限会社サンライズテクニカ



（日本産業規格　Ａ列４番）



型式 製造年月

該当なし

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

該当なし

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項
保管開始
年月日定格

容量

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

参考事項

量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

製造年月製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

廃棄物の種類

量

型式

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

定格
容量

処分
年月日

量
濃度
区分

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

該当なし

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

表示記号
等



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

23.1 30 KVA 松下 Ｈ１.３ 不明

13.2 100 KVA 日立 Ｈ１ 不明

23.2 20 KVA 日立 Ｈ１ 不明

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

有限会社サンライズテクニカ

石川県金沢市打木町東１３３９

なし

台数又は
容器の数

製品の型式等

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

量

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量

所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

製品の型式等

製品の種類

所在の場所

高圧トランス １台

高圧コンデンサ １台

高圧トランス １台

取締役　南 博文

石川県金沢市打木町東１３３９

076-249-0727



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

なし

備考

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）



令和 6 年 6 月 26 日

理事長　北川　晋

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

（第１面）

保管の場所

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

076-261-8181

金沢市長

保管事業場の名称

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項

林病院

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

金沢市本町1丁目２番２７号

廃棄物の種類

電話番号

量

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

保管の状況

容器の
性状

医療法人社団　白銀会

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和

定格
容量

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

6 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

処理業者との
調整状況

理事長　北川　晋

住　所

氏　名

電話番号

濃度
区分

金沢市本町1丁目２番２７号

金沢市本町1丁目２番２７号

076-261-8181



（日本産業規格　Ａ列４番）



型式 製造年月

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項
保管開始
年月日定格

容量

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

参考事項

量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

型式 製造年月製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

廃棄物の種類

量

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

定格
容量

処分
年月日

表示記号
等

量

濃度
区分

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

30-001 100 KVA 三菱電機 RAT 1978 絶縁油 低濃度
調査の結果

判明

30-002 30 KVA 東芝 PS6-K6 1981 絶縁油 低濃度
調査の結果

判明

30-003 100 KVA 三菱電機 RAT 1979 絶縁油 低濃度
調査の結果

判明

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

30-004 50 KVA 東芝 BRTR-A6J2R 1981 絶縁油 1 台 18 kg 2024年 4月

所在の場所

1

1

1変圧器（トランス）

変圧器（トランス）

数年以内に建替予定

数年以内に建替予定

数年以内に建替予定

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

林病院

金沢市本町1丁目2番27号

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

金沢市本町1丁目2番27号

量

理事長　北川　晋
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名
076-261-8181

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

キュービクル内
新たに含有が発覚

したため
コンデンサー（3kg以

上）

製品の型式等

製品の種類 台数又は
容器の数

変圧器（トランス）

製品の型式等



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

備考

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）



様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年9月 17日

金沢市長

届出者
住所金沢市玉川町11-5
氏名一般社団法人実践倫理宏正会北陸地区事務局
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 岡山隆俊

電話番号076-254-0340

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）
況等を届け出ます。

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項
の規定に基づき、令和6年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状

l ~ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

一般社団法人実践倫理宏正会北陸地区事務局

金沢市玉川町11-5

保管事業場の名称

保管事業場の所在地

｜ 電話番号 ’電話番号特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 |剛山隆俊 076-254-0340

金沢実践倫理会館2階倉庫保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

保管の状況f=1
耳1廃棄物の型式等

処分業者との

調整状況

濃度

区分

処分予定

年月
台数又は総重蹴
容器の数拳熱り

参考事項容器の囲い等分別． 漏れ等の

性状の有無混在の別おそれ

廃棄物の種類番号

臺篁製造酩型式製造年月流記号等

‘0W噸"!!IIF| $" 不明
ペール囲い有

缶掲示有
契約liil胚二m 分別 なしI爾泄度12台137081(g蛍光灯安定器6-001

(日本工業規格A列4番）



(第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

量廃棄物の型式等
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容器の数

番号 廃棄物の種類
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R6.9. 2

40､ i松癬工1Gz401'FA-i $4' | 不明~ 高漉度12台 : 37.08kg蛍光灯安定器

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量
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④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物
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(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

電話番号

所在の場所

①前年度の3月3旧に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

量廃棄の見込み製品の型式等
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②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量
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(第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等

襄篁 |雌都1 型式 |脳鳳|翫淵
移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地
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理由
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年月日
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1 ~ この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2~届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の棚には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び
「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4~ 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては､引き続きその番号を記入すること｡

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等jを記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の棚には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の柵のうち、 「台数又は容器の数」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10. 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

1 1． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。
12． 「保管の状況」の棚のうち、 「容器の性状」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の棚のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の柵には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



（第5面）
16． 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△Ⅲg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の柵には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。
21. 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。
23． 「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。
24~ この届出書において、 「廃棄」とは、ボリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25． 「廃棄予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26~ この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27~その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28~都道府県知事が定める部数を提出すること。
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PanaSonicP24063211

PCB使用有無証明書
2024年6月25日

件名

パナソニック株式会社

エレクトリックワークス社

ライティング事業部PCB使用の有無については下記のとおりです。

記

PCB有無品名品番

有※GZ4021FA-1FZ40211642

※安定器の銘板内または銘板周辺に「PCBは使用していません」または「Nマーク（黒字・丸囲み） 」の表示がある場合は
PCBは含まれておりません。表示がない場合はPCBを含有していますので、法令に基づいてPCB廃棄物として処分して
いただきますようお願い申し上げます。含有しているPCBは高濃度(100%)です。
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6 年 6 月 27 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

（第１面）

保管の場所

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

（076）280-1717

金沢市長　　　村山　卓

保管事業場の名称

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

金沢市泉１丁目1番５号

廃棄物の種類

電話番号

量

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

保管の状況

容器の
性状

四位例　靖

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和

定格
容量

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

5 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

処理業者との
調整状況

住　所

氏　名

電話番号

濃度
区分



（日本産業規格　Ａ列４番）



型式 製造年月

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項
保管開始
年月日定格

容量

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

参考事項

量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

型式 製造年月製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

廃棄物の種類

量

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

定格
容量

処分
年月日

表示記号
等

量

濃度
区分

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

1 30 KVA
愛知電機

(株)
単相変圧器
ｃ4304

S57 低濃度 2.5mg/Kg

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

屋上

量

院長　四位例　靖
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

四位例内科クリニック

金沢市泉１丁目1番５号

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

（076）280-1717

所在の場所

台数又は
容器の数

変圧器（トランス）

製品の型式等

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

60.01

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

工事申請中

製品の型式等

製品の種類

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

備考

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）



様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出害（保管事業者及び所有事業者用）

/9忽年今月之日
金沢市長 ~ 殿

住所~雁(ﾘ皇合派矛大錫町余〃z届出者

氏≦擁ゑて漁嘉愚者烏寡午
電話番号

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条I<

の規定に基づき、令和 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

｜
■

~

~

１
１
１
１

保管事業場の名称 常念寺

〒920-3121 石川県金沢市大場町東172保管事業場の所在地

’特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

保管の場所

①前年度の3月3旧に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

■■■ 壁－ 保管の状況廃棄物の型式等

処分予
定
年月

台数又
は

容器の

数

識度
区分

処理業者との
調整状況

漏れ等
の

おそれ

分別・

混在の

別

参考事項総重量
（ 1台当たり

1,鮭×台数）

番号 廃棄物の種類 容器の

性状
等
無
い
有
囲
の

定格
容量

表示記号

等
型式製造年月製造者名

■
■

’ ’
~
■
■

ｌ■
■

|||｜
’

I 呵
口
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（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量

濃度
区分
保管開始
年月日

保管開始
理由

’番号 廃棄物の種類 総重量
（1台当たり
砿量×台数）

参考事項定格
容量 製造者名 型式 製造年月 表示記号

等
台数又は
容器の数

110 W東京芝浦電FRH-9614B
気

蛍光灯用安定器5-001 2 台15. 3 kg 高濃度 R5. 11. 27 発見

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

濃度
区分
保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

番号 廃棄物の種類 総重量
(1台当たり
亜最×台数）

参考事項定格
容量 製造者名型式製造年月

表示記号
等
台数又は
容器の数

｜ ’ ■ ■ ■

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 自ら処分した場合
『－1

皿些 処分を委託した場合
濃度
区分

’
番号 廃棄物の種類 総重量

（1台当たり
砿景×台数）

参考事項
蕊|製造脅名型式製曾年|表零号

処分
年月日

台数又は
容器の数

処分委託
年月日

処分
年月日

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分受託者の
名称

■
ｌ
Ｉ
ｌ
Ｉ
０
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ⅱ
■
ロ
ー
Ⅱ
■
１
１
Ⅱ
０
ｌ
ｂ
■
■
■
Ｂ
Ｉ
ｊ
Ｕ
Ｄ
■
Ｉ
■
日
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
ｄ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
８
Ⅱ
０
０
．
１

蛍光灯用安定
器 ''' wl蕊貰

FM-

9614B

離
度 肺‘/2､蝋蕊~(鮮腱,2､zj5-001 2 台l 15.3 kg

｜ ’
’

｜ ’



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

|電話番号’電話番号’
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

’
●

所在の場所

①前年度の3月3旧に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

■
１
１
７

I

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

量製品の型式等
所有開始
場所

所有開始
理由

所有開始
年月日’

参考事項総重量
（1台当たり
爪吊×台数）

番号 製品の種類 台数又は
容器の数

定格
容量

製造者名 型式 製造年月表示記号等

1 B U

番号 製品の種類

製品の型式等

定格

容量
製造者名 型式 製造年月

表示記号

等

廃棄の見込み

廃棄予定

年月

処分業者との
調整状況

皇
皇

台数又は
容器の数 ’

総重量
(1台当たり

重屋×台数）

濃度
区分

参考事項



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等
皇
里

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

番号 製品の種類 総重量
（1台当たり
重量×台数）

参考事項
蕊製造者名| 型式製造年月|表零号

台数又は
容器の数

I

1． この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び
「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の柵には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例: 28-001)を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の柵には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の柵のうち、 「総重量」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記戦すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の柵のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の柵のうち、 「分別・混在の別」の柵には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の柵には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17~ 「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、

「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

20． 「処分年月日」の柵には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の柵には､ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ボリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ) jの表は、高濃度ボリ塩化ビフェニル使用

製品以外のボリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ

き、記載するものである。

23． 「高機度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ボリ塩化ビ

フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

記載しなくて構わない。

26~ この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下

の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す

ること。

27~その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。 、

28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



産業廃棄物管理票（マニフェスト)E票
、。

|交何担当者 ’1月9且 ’ 216810335415交付年月日付 整理番号交付番号
←'y年2月&フ目今l…~ず|墨』･口･ムリミ
氏名又は名称

常念寺

住所〒920…3121 電話番号076-2"-0765

石鯛蕊金沢講穴鳴町東17鷺

名称 /、 ’
常念等

所在地〒鯉捗鋼21 ~電話番号0郡-2雛妙7恥

鞠噸金淡撤鯛@噸1”
、t ､

罫
出
享
逵
蕩
）

~

事

業

場

事

業

へ
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出
者
）
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~

｜｜

鴬鶚有罫42~~
6

’□･,‘,燃えが。 ，百両金属《ず ｜□""引火健廃愚T百7
口種類(普通の産業廃棄物） 囚種類(特別管理産 数量(及び単位） 荷姿

辱辱’~ 潔れ鏡止溌金露容器

八 ＄計・ Iｲ幻にて遭搬
産業廃棄物の名称職C鶴撫薬物

産

業
需哺引火性廃油（

強酸

□□'30通語陶癬荷
I ] 1400鉱さい

７

｜
即
一
町
一
町
０
町
卿
－
０
町

□

一

噸

一

さ

り

力

ず

齢

ツ研

げ

げ

纏

鋤

しＪ

泥

油

酸

ア

汚
廃
廃
廃
顧
紙
木
繊
動

一

叩

叩

叩

叩

凧
伽
伽
一
ｍ
ｍ
肌
剛

０

０

０

０

２

３

０

０

□
□

7425廃油(有害）
一一一

口7426汚泥(有害）

01 ０
－

'00
~

,l l]'500がれき類

□1600家畜のふん尿

□1700家畜の死体~E体

1 10強酸(有害) D7427廃酸(有害）

200強アルカリ ロ7428廃ｱﾙｶﾘ(有害）

210強ｱﾙｶﾘ侑害1 D7429ばいじん侑害）

300感染性廃棄物 □7430 13号廃棄物侑害’
一－

4IOPCB等 □7440廃水銀等

＄□421廃石綿等

侶
422指定下水汚泥

-423鉱さい(有害）

２３
４４

７７

０９

□□

ぱいじん{有害）

'3号廃棄物(有害I

有害物質等 処分方法 中
間
処
理
業
者
亭
最
終
処
分
業
者
Ｉ
↓
排
出
事
業
者
／
中
間
処
理
業
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廃

棄

。 ~~ ~~ 洗浄･分離･鈴鯛綴C鴎
UI800ぱいじん

備考・通信欄

口水銀使用製品産業廃棄物

口水銀含有ぱいじん等

口石綿含有産業廃棄物

口特定産業廃棄物

□1900 13号廃棄物

□4000動物系固形不要物

~□
物

~

□l lOOゴム〈ず ｜□ □7423鉱さい(有害） □

’
－

中間処理

産業廃棄物

長､ ） '‘ ,》ｩ、 ~息ノム
名称氏名又は名称

ﾄ蝋轍逮篭輸選練武鍵社
~
〈
処
分
事
業
錫
）

運
搬
鈴
の
事
業
場

奉鯛貯蔵,購境喪禽獺繼(掬北海鍾繩8処懇蕊蕊餅
~

一一

所在地刊50"令鱒87 電話番号0143-錨奎・7脚7

北海道室蘭蒲伸獅14番地7

住所〒33か0斜4 電話番号0鞘~7溺学鯛●I

埼叢蕊さいた憲市大宮区下町惠丁自驫1番地託
者

琴ヵ卓琴｡｡d〆p庫

地
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諦
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一
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~
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保
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ｌ
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ｌ
ｌ
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ｌ
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‐
し
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叱
岬
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名称

所在地

_』_謬
蟄繊剛学

氏名又は名称

中閣瀞賊・臓墳蜜全講禦糠式会社
処
分
受
託
者

処
分
受
託
者

『

○

８

０

、

■

Ｉ

■

一一

〒住所〒ぬ5-00＃4 電話番号鰐-57鋪－1911

蕊京都港露驚一丁爵7瀞”号
j童軍-"ず"霞． ゴ
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様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）
令和6 年 6 月 19日

令沢市長 殿金沢市長

届出者
住所石川県金沢市大豆田本町甲58

氏名澁谷工業株式会社取締役社長澁谷英利
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号076-262-1201

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条k
の規定に基づき、令和 6 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

’１

１

Ａ

１

１

’ 澁谷工業株式会社メカトロエ場

石川県金沢市若宮町2丁目232番地

保管事業場の名称

保管事業場の所在地

’ 076-262-1201総務部浅瀬和人特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

’’ 石川県金沢市若宮町2丁目232番地保管の場所

①前年度の3月3旧に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

量 保管の状況■■ 廃棄物の型式等
処分予

定

年月

台数又
は

容器の

数

濃度

区分

処理業者との
調整状況

漏執等
の

おそれ

分別・

混在の

別

参考事項総重量
（1台当たり

、量×台数）

容器の
性状

等
無
い
有
囲
の

番号 廃棄物の種類 表示記号

等
定格
容量

型式 製造年月製造者名

■’ ・加""魔"‘轡"” ”‘ ・醍禰"■■
■ll ll ll l

囲い

有、掲
示有

手配済みなし 分別 なし低濃度27.0 kg1 個

’

~

コンデンサー

(3kg未満）

BRTR-

ARI2R
不明東芝 S59.8lOO KVA

(日本工業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

量廃棄物の型式等
保管開始
理由

保管開始
年月日

濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
亜景×台数）

台数又は
容器の数

廃棄物の種類 製造年月 ｜表奮号番号 定格
容量

製造者名’ 型式

！
③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

量廃棄物の型式等
移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

保管終了
年月日

保管終了
理由

濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
砿最×台数）

番号 廃棄物の種類
型式製嘗年|表誓号

台数又は
容器の数

定格
容量

製造者名

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

処分を委託した場合自ら処分した場合量廃棄物の型式等
濃度
区分

参考事項総重量
(1台当たり
、最×台数）

処分
年月日

処分受託者の
名称

処分委託
年月日

処分
年月日

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

廃棄物の種類番号
蕊|製造者名| 型式 |製育年

台数又は
容器の数

表示記号
等

’



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

|電話番号’電話番号’
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

所在の場所

①前年度の3月3旧に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

廃棄の見込み 量製品の型式等
濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
亜賦×台数）

製品の種類 廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

番号 表示記号
等

定格
容量

型式 製造年月製造者名

l l l
②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

量製品の型式等
所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由

参考事項総重量
（1台当たり
亜景×台数）

製品の種類番号 台数又は
容器の数

表示記号
等

定格
容量

型式 製造年月製造者名

’



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

量製品の型式等
所有終了
理由

所有終了
年月日

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項総重量
（1台当たり

亜麓×台数）

製品の種類番号 定格
容量

台数又は
容器の数製造年月|表奮号型式製造者名

1． この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び
「所在事業場の所在地」の桶には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の柵には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の柵のうち、 「総重量」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の柵には、ポリ塩化ビフエニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の柵のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14~ 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の棚には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15~ 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の棚には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の棚には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。
17． 「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の桶には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の柵には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の柵には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。
21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物jとは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25． 「廃棄予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。
26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出害（保管事業者及び所有事業者用）

令和6 年 6 月19日

金沢市長

届出者
住所石川県金沢市大豆田本町甲58

氏名取締役社長澁谷英利
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号076－262－1201

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条に
の規定に基づき、令和 6 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ボリ塩化ビフェニル廃棄物について

’
１

Ｊ

１

澁谷工業株式会社大豆田工場

石川県金沢市大豆田本町甲58

保管事業場の名称

保管事業場の所在地

|電話番号’電話番号’ 076－262－1201特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 総務部浅瀬和人

’石川県金沢市大豆田本町甲58保管の場所

①前年度の3月3旧に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

堂 保管の状況廃棄物の型式等
処分予
定

年月

台数又
は

容器の
数

濃度
区分

処理業者との
調整状況

分別・
混在の
別

参考事項総重量
（1台当たり

唖母×台数）

廃棄物の種類番号 容器の

性状

等
無
い
有
囲
の

漏れ等の
おそｵt

表示紀号
等

定格
容母

型式 製造年月製造者名

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

囲い

有、掲
示有

コンデンサー

(3kg以上）

BRTR-

A6J2R
手配済みなし 分別低濃度 なし24. 0 kg1983年 不明 R6.7 1 個東芝75 KVAR5-001

囲い

有、掲
示有

コンデンサー

(3kg以上）

BRTR-

A6JIR
手配済みなし 分別低濃度 なし1978年 不明 R6~7 1 個 26.0 kg東芝75 KVAR5-002

■
■
Ｉ

－

’
~

’ ’■ ’
(日本産業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

量廃棄物の型式等
保管開始
理由

保管開始
年月日

濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
砿量×台数）

廃棄物の種類番号 台数又は
容器の数製造年月 ｜表奮号定格

容量
型式製造者名

■■■■■■
③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

量廃棄物の型式等
移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

保管終了
年月日

保管終了
理由

濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
璽量×台数）

番号 廃棄物の種類 定格
容量 型式|製曾年

表示記号
等
台数又は
容器の数製造者名

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

処分を委託した場合
_‐ ’ ．_. ．． ‐_~_－ ，‐‐ ’
処分受託者の

自ら処分した場合量廃棄物の型式等
濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
電景×台数）

番号 廃棄物の種類 処分
年月日

処分
年月日

処分委託
年月日 名称

定格
容量 製曾年|菱奮号

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

台数又は
容器の数

製造者名 型式

■■■
｜ ｜ ’



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

澁谷工業株式会社大豆田工場

石川県金沢市大豆田本町甲58

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

|電話番号’電話番号ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

総務部浅瀬和人 076－262－1201

澁谷工業株式会社大豆田工場第2技術棟、第1機械工場所在の場所

①前年度の3月3旧に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

廃棄の見込み製品の型式等 量

濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
聴量×台数）

製品の種類番号 廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

定格
容量 製造者名｜ 型式 ｜製造年月表奪8号

分析の結果、
低濃度PCBの含
有が判明

R7.3 台 395.0 kg 低濃度1985年 I変圧器（トランス） 三菱電機 SF-T 不明150 KVAR5-003

分析の結果、
低濃度PCBの含
有が判明

R7. 3 1 台795.0 kg 低濃度300 KVAI三菱電機I RA-T l l986年 ’ 不明変圧器（トランス）R5-004

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等
皇
里

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由

総重量
（1台当たり
重量×台数）

参考事項製品の種類番号 台数又は
容器の数

定格
容量

表示記号
等

製造者名 型式 製造年月

■■■■



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

総重量
（1台当たり
重量×台数）

番号 製品の種類 参考事項
鑿|製造書名｜ 型式 |製造年月|表奮e号

台数又は
容器の数

■■■■■

1． この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の柵には、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び
「所在事業場の所在地」の柵には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例：28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の柵には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の柵には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号

等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。
7． 「処分予定年月」の桶には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9~ 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフエニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の柵のうち、 「容器の性状」の柵には、ポリ塩化ビフエニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の桐のうち、 「囲い等の有無」の柵には、ポリ塩化ビフエニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14~ 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の棚には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の柵には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の柵には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△Ⅲg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の棚には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。
21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25． 「廃棄予定年月jの欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。
26． この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27~その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



分析結果報告書

No.P5701333

令和5年9月7日様澁谷工業株式会社

試料の区分

試料名

トランス

第2技術棟1.150kVA 計量証明事業登録石川県第1号(濃度）

雲蘓# 藤愈
澁谷工業株式会社第2技術棟採取場所

繧蕊赫翻
株式会社

〒923-125

TELO76-277-3733FAXO

分析担当者島村

採取年月日

採取時間

令和5年8月14日

11時00分

収集

一般財団法人北陸電気保安協会

採取の区分

採取者

特記事項

貴依頼による絶縁油中のPCB含有量分析に係る結果を次の通り報告します。

◆対象機器

製造者

型 式

製造年

製造番号

定格容量

総重量

三菱電機株式会社

SF-T

1985年

H180050

150kVA

395kg

Ⅱ

０

Ｊ

０

１

▲

Ｔ

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

Ⅱ

■

Ⅱ

日

~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~ 受電電圧
総油 量

6600V
－

110L

◆結果

検出下限値
(mg/kg)

判定基準
(mg/kg)

結果
(mg/kg)

分析項目

ポリ塩化ビフェニル 0.5以下 0．150．91

絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル2.1.2

(平成23年5月環境省廃棄物･リサイクル対策部産業廃棄物課）
分析方法

【備考】

PCB濃度が処理の判定基準(0.5mg/kg)を超えたときは､PCB廃棄物として適正に保管等の処理並びに届出を行う。

（平成16年2月17日環廃産発第040217005号）

※収集｡持込み試料の場合､試料名他採取情報は､ご依頼者のお申し出により､記入しました。



【保管状況】澁谷工業株式会社大豆田工場第2技術棟トランス

一＝厚

ｰー

吟

SF-T 1985年150kVA三菱電機



分析結果報告書

No.P5701328

令和5年9月7日様澁谷工業株式会社

試料の区分

試料名

トランス

第1機械工場36300kVA 計量証明事業登録石川県第1号(濃度）

株式会

〒920-08

株式会社

〒923-12

澁谷工業株式会社第1機械工場採取場所

令和5年8月14日

11時00分

採取年月日

採取時間
TELO76-277-3733FAXO7

分析担当者島村ロ

収集

一般財団法人北陸電気保安協会

採取の区分

採取者

特記事項

貴依頼による絶縁油中のPCB含有量分析に係る結果を次の通り報告します。

◆対象機器

製造者

型 式

製造年

製造番号

定格容量

総重量

三菱電機株式会社

RA-T

1986年

H200099

300kVA

795kg ’
１
１
受電電圧

総油量

6600V
一

185L

◆結果

検出下限値
(mg/kg)

判定基準
(mg/kg)

結果
(mg/kg)

分析項目

0.5以下ポリ塩化ビフェニル 0．1527

絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル2.1.2

(平成23年5月環境省廃棄物･リサイクル対策部産業廃棄物課）
分析方法

【備考】

PCB濃度が処理の判定基準(0.5mg/kg)を超えたときは､PCB廃棄物として適正に保管等の処理並びに届出を行う。
（平成16年2月17日環廃産発第040217005号）

※収集．持込み試料の場合､試料名他採取情報は､ご依頼者のお申し出により､記入しました。



【保管状況】澁谷工業株式会社大豆田工場第1機械工場 トランス

RA-T 1986年300kVA三菱電機



申

様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等岨出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和；年ざ月率日
金沢市長村山卓殿

者
住
氏

出届

石ﾉl 1県金沢市神宮寺3丁目7番17号
株式会社スクリーンプロセスクニエダ

代表取締役国枝千晶

所
名

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号076-251-1155

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。ボリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第1
の規定に基づき、令和膠年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

）

保管事業場の名称

保管事業場の所在地

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

保管の場所 ’
’ ’ ’電話番号

①前年度の3月31日に保管していたボリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 保管の状況量

処分予定

年月

濃度

区分

処分業者との

調整状況
台数又は総重量

容器“鐘鴬葺
廃棄物の種類 参考事項番号

定格容量製造者名型式製造年月表示記号等

容器の囲い等分別。 漏れ等の

性状の有無混在の別おそれ

(日本産業規格A列4番）



(第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等
■
ｇ
１
Ｔ
Ｊ
“

｜
】
１

１
１

濃度

区分

保管開始

年月日

保管開始

理由
総重量
(1台当たり重

量x台数）

参考事項台数又は

容器の数

廃棄物の種類

蕊｜製造者名！ 型式 ｜製造年月 |赫記牌！ I

番号

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~

~
~
~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~
~

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等
昼
畢

濃度

区分

保管終了

年月日

保管終了

理由

移動先の保管の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地
参考事項総重量

（1台当たり

重量x台数）

廃棄物の種類番号 台数又は

容器の数蕊|製造洲型式i製造年月i赫記鶚
I
ロ

５

９

■

●

■

り

り

！

Ⅱ

Ｂ

■

甲

り

Ｕ

Ｐ

Ｕ

■

■

■

■

■

■

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

自ら処分した場合 処分を委託した場合廃棄物の型式等 量

濃度

区分
参考事項廃棄物の種類番号

蕊1製造者鵜
処分：処分後の廃棄物の
年月日；種類及び処分先

処分委誰処分受託者の
年月日 ： 名称

処分
年月日型式 製造年月羨示記号等

■

■

■

■

ｇ

■

■

缶

ａ

ｑ

ｅ

８

ｑ

年

■

ｒ

ｅ

ｇ

■

■

日

▽

◆

■

。

■

ｂ

▽

守

巳

■

＆

■

■

①

■

■

■

■

■

■

■

甲

邑

。

■

日

■

■

■

９

勺

■

９

。

■

１

争

与

ｒ

争

呂

■

４

Ｂ

口

呂

■

■

■

■

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

日

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

■

旬

■

■

■

凸

■

■

凸

■

旬

■

■

。

■

■

旬

ロ

■

ｑ

ロ

■

耳

凸

■

写

ａ

ｐ

ｇ

■

ｑ

ｑ

ａ

■

画

Ｕ

■

ふ

り

Ｄ

◆

９

Ｆ

◆

Ｄ

Ｂ

Ｐ

Ｐ

Ｐ

Ｕ

ｒ

守

り

■

い

り

Ｆ

ゆ

ゆ

■

Ｐ

ｐ

ｐ

Ｐ

ｐ

ｒ

ｐ

Ｒ



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

株式会社スクリーンプロセスクニエダ

石川県金沢市神宮寺3丁目7番17号

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

|電話番号’電話番号ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

代表取締役国枝千晶 076-251-1155

’所在の場所 屋外キュービクル

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。 ）

量廃棄の見込み製品の型式等

濃度

区分
総重量
(1台当たり重

量x台数）

参考事項

蕊1製造者名極式 I製造年月'流号割
処分業者との

調整状況

台数又は

個数

廃棄予定

年月

製品の種類番号

PCB濃度0.57mg/

k9
低濃度75kVA I三菱電機; RA-T i l979年： － 120kg動力変圧器 15－001

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

亘
畢製品の型式等

■
Ｕ
■
■
甲
Ｂ
■
■
■

Ｆ
Ｌ
ｐ
■
■
■
■
■
■ 所有開始

理由

所有開始

年月日

所有開始

場所
総重量
(1台当たり重

量x台数）

参考事項台数又は

容器の数

製品の種類

襄鬘 i製造者名； 型式 1製造年月!赫記譜
番号

■
日
■
■
■
口
呂
■
旬
Ｂ
Ｔ
や
■
勺
早
Ｂ
ｐ
■
■
？
？
■
■
■
■
■
凸
■



(第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了

年月日

所有終了

理由

移動先の所在の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地

守
口
■
ロ
ユ

参考事項総重量
(1台当たり重

量X台数）

製品の種類番号 台数又は

容器の数蕊|雌都| 型式 |製造年月I麦示諦等i
Z

■
■
■
■
岨
■
■
■
■
４
■
■

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

■

■

ｒ

Ｂ

Ｅ

■

睡

０

凸

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

旧

■

旧

■

■

■

■

■

■

ﾛ

1． この届出書は、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び
「所在事業場の所在地」の棚には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の柵には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例：28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の棚には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の棚には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること （例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて柵わない。

8． 「量」の柵のうち、 「台数又は容器の数」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の柵のうち、 「総重量」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記減すること。その他
のものについては、容器込みでの重堂を記載すること。
10． 「濃度区分」の柵には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」 とは高機度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ピフェニル使用製品のlll勝称、 「低濃度」 とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。
12． 「保管の状況」の柵のうち、 「容器の性状」の柵には、ポリ塩化ビフエニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の柵のうち、 「囲い等の有無」の棚には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の柵のうち、 「分別・混在の別」の棚には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の柵のうち、 「漏れ等のおそれ」の柵には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



（第5面）
16． 「処分業者との調整状況」の柵lには、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。
17． 「参考事項」の棚には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例； 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の棚には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の棚には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20~ 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。
21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の棚には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。
23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。
24~ この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ピフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25． 「廃棄予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。
26． この届出に係るポリ塩化ピフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



【株式会社スクリーンプロセスクニエダ】

･キュービクル内機器状況

キュービクル外観

｡キュービクル内機器状況

(変圧器容量:三相75kVA)

使用中

1



第P-0622013504R-1号
生
ロ
聿
冒試験結果報

2022年6月28日

株式会祇スクリーンプロセスクニエダ様

2022年6月22日依頼による濃度に係る試験結果を次のとおりご報告します。

環境計量証明事業愛知県知事艶

株式会社日本環境フ

愛知県名古屋市守山区下志段味
TEL: 052-736-4111 FAX:05

79

一

ず

－

分析所長

（

受付区分：送付

｜低濃度PCB分析
｜絶縁油

試 験 の 結

試料情報

件 名

試験の対象

果
試験方法

PCB(mg/kg)

平成23年5月
環境省
大臣官房廃棄物･リサイクル
対策部産業廃棄物課

試料No. 7

三菱電機製造社名

製品名

~ ~~~~

変圧器
~~~~~~ ~~

形式 RA-T 絶縁油中の微量PCBに関する
簡易測定法マニュアル
第3版2. 1. 1

~ ~~~

製造番号 D200558

1979年製造年月
一

容量

~~~~

「高濃度硫酸処理/シリカゲ
ルカラム分画/キャピラリー
ガスクロマトグラフ/電子捕

獲型検出器(GC/ECD)法」

75kVA
~ ~ ~

~~~~~ ~~

0．570．576600V/210V電圧
~~~ ~ ~

－－

総重量 420kg
●

＝－寺一一●｡｡ー＝－－●一~ ~ ~~~ ~ ~ ~~

油量 105L
今 令一● つ■ ~ ~ ~~~~~~~~~~

~~ ~~ ~~

2022年6月21日採取年月日
~~~~ ~~ ~

~~~~~~ ~~~~ ~ ~~

~ ~ ~~~~石川県金沢市神宮寺3丁目7番17号採取場所
一一 一 一

~ ~~ ~~~ ~ ~

一般財団法人北陸電気保安協会試料採取者
~ ~

~

金沢地区本部
~

~~ ~ ~~~~~ ~ ~ ~ ~ ~~~~ ~

華
毎備

・当重電機器は、環循規発第1910112号及び環循施発第1910111号(令和元年10月ll日)により、

絶縁油中PCB濃度が、ポリ塩化ピフェニル汚染物等の該当性判断基準である0.5mg/kgを

超えているのでPCB汚染物に該当します。

･5000mg/kg以下は低濃度PCB汚染物、 5000mg/kg超過は高濃度PCB汚染物です。

※分析法検出下限値("L) :0． 15mg/k9

’

低濃度

PCB



様式第一号（－） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年5月11 日

都道府県知事 殿都道府県知事

（市長）

届出者

、 住所石川県金沢市東蚊爪町1丁目"-‘
／ 氏名株式会社炭鉄工所代表取締役炭茂樹
ﾉ／ （法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号076-238-7177

する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条I

の規定に基づき、令和6 年度のポリ塩化ピフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ピフェニル廃棄物について

■
１
１
１

輪
緬
鍛
雨

~

~

保管事業場の名称 株式会社炭鉄工所

l

石川県金沢市東蚊爪町1丁目27-5保管事業場の

’園特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び 代表取締役炭茂樹 076-238-7177

保管の場 石川県金沢市東蚊爪町1丁目27－5

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

■ 量 1－■■■■廃棄物の型式等 保管の状況~ ~~~~~~~
台数又
は

容器の

数

濃度

区分
処分予定
年月

処理業者との

調整状況
分別・

混在の
別

参考事項廃棄物の種類番号 総霞量
（1台当たり

重邑×台数）

容器の

性状

定格

容量
表示記号
等

漏れ等の
おそれ

等
無
い
有
囲
の製造者名 型式 製造年月

《

ロ

《

ｐ

い
■
国
国

《
ロ 1

《
ロ

~
~
園
園

｜
I

１
１

１
１

１
１

１
１

１
１

囲い

無、掲

示有

金属製
箱

混在三菱電機 1994年 なし50 KVA SF 190.0 kg

｜
トラ

囲い

無、掲

示有

金属製

箱
調整中混在三菱電機 1994年 なし50 KVA SF 190.0 kg

(日本産業規格A列4番）
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②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 ’ 量

濃度
区分

保管開始
理由

保管開始
年月日

参考事項廃棄物の種類 総重量
（1台当たり
重仕×台数）

番号 定格
容量

表示記号
等

台数又は
容器の数

製造年月製造者名 型式

｜ ’ J | ｜ ~ ’該当なし

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ピフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

保管終了
年月日

保管終了
理由

濃度
区分

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

＃

｝

参考事項廃棄物の種類 総重量
（1台当たり

重赴×台数）

番号 定格
容量

製造年
月

表示記号
等
台数又は
容器の数

製造者名 型式

－－

｜ ’ ~該当なし

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ピフェニル廃棄物

処分を委託した場合~｜ 量 ’ 自ら処分した場合 ’

ｌ
Ｉ
Ｉ
ｌ

廃棄物の型式等
濃度
区分

参考事項廃棄物の種類 総重量
（1台当たり

重趣×台数）

番号 定格
容量

処分
年月日

処分受託者の
名称

処分
年月日

製造年
月

表示記号
等

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分委託
年月日

台数又は
容器の数

製造者名 型式

’
該当なし



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称 株式会社炭鉄工所

所在事業場の所在地 石川県金沢市東蚊爪町1丁目27-5

’ |電話番号|’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名
代表取締役炭茂樹 076~238-7177

’所在の場所 石川県金沢市東蚊爪町1丁目27-5

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。 ）

’ 廃棄の見込み製品の型式等 量

濃度
区分

’

参考事項製品の種類 総重量
（1台当たり
重丘×台数）

番号 定格
容量

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

表示記号
等

製造者名 型式 製造年月

i l l l l l l該当なし

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量
所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由

1

1

製品の種類 参考事項番号 総重量
（1台当たり

重量×台数）

定格
容量

台数又は
容器の数

表示記号
等

製造者名 型式 製造年月

｜ ｜…’該当なし
G

1



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品

｜ 量 ’製品の型式等

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

製品の種類 参考事項番号 総重量
（1台当たり
重丑×台数）

定格
容量

台数又は
容器の数

表示記号
等

型式製造者名 製造年月

該当なし

1． この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。

2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式j、 「製造年月」及び「表示記号

等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること （例：不燃性油） 。
7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

のボリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

こと。

14． 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

15． 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、

「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由jの欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ピフェニル使用

製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ポリ塩化ピフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ

き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下

の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す

ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



試験報 告書

第
2023

p

FヲA2301688-001

年 6 月 9 日~~ ~

様株式会社炭鉄工所

囑件 名PCB分析

採取年月日

採取者

試験名

採取場所

2023年5月28 日

渕電気管理事務所渕隆斗

絶縁油PCB含有量試験

石川県金沢市東蚊爪町1丁目27-5株式会社炭鉄工所

I

I 。

電灯変圧器①SF型式

製造番号 H182277製造会社 三菱電機株式会社

| ,定鰐量, ’
出力
(定格容量）

総重量
(kg)

190製造年月日 50kVA1994年

御依頼を受けました試料についての試験結果は次のとおりです。

試験方法試験結果試験項目

絶縁油中のPCB簡易
定量法2.3. 1X

ポリ塩化ビフェニル 24(mg/kg)

以下余白

■

~

一一

※分析方法：絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法ﾏﾆｭｱﾙ(第3版）簡易定量法2.3. 1 (平成23年5月環境省）

PCB濃度が処理の目標基準(0.5mg/kg)以下であるときは、 PCB廃棄物に該当しない。

(平成16年2月17日環廃産発第040217005号）

PCB濃度が処理の目標基準(0.5mg/kg)を超えたときは、 PCB廃棄物として適正に保管等の処理並びに届出を行う。

(平成17年12月19日環廃産発第051219001号）

油量:41L

備考
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A2301688-002

年 6 月

ロ
言
ｎ
口

９

様株式会社炭鉄工所

件 名PCB分析

採取年月日

採取者

試験名

採取場所

2023年5月28 日

渕電気管理事務所渕隆斗

絶縁油PCB含有量試験

石川県金沢市東蚊爪町1丁目27-5株式会社炭鉄工所

~
電灯変圧器②SF型式

製造番号 H182279三菱電機株式会社製造会社

| ,定耀量! ’
出力
(定格容量）

総重量
(kg)

190製造年月日 50kVA1994年

御依頼を受けました試料についての試験結果は次のとおりです。

試験方法試験結果試験項目

絶縁油中のPCB簡易
定量法2.3. 1X

ポリ塩化ビフェニル (mg/kg) 2.0

以下余白
ロ

Ⅱ I

I

※分析方法：絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法ﾏﾆｭｱﾙ(第3版）簡易定量法2. 3. 1 (平成23年5月環境省）

PCB濃度が処理の目標基準(0.5mg/kg)以下であるときは、 PCB廃棄物に該当しない。

(平成16年2月17日環廃産発第040217005号）

PCB濃度が処理の目標基準(0.5mg/kg)を超えたときは、 PCB廃棄物として適正に保管等の処理並びに届出を行う。

(平成17年12月19日環廃産発第051219001号）

油量:41L

備考

6



令和 6 年 6 月 21 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

東京芝浦
電気

FBF-2-
4015B

S39 R6.7 2 個 5.2 kg 高濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

（第１面）

保管の場所

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

０７６－２４１－７３６１

金沢市長

保管事業場の名称

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項

　鈴木建設株式会社

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

金沢市清川町５番３号

廃棄物の種類

電話番号

量

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

保管の状況

容器の
性状

鈴木建設株式会社　取締役社長　鈴木 規秀

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和

定格
容量

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

5 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

処理業者との
調整状況

蛍光灯用安定器

　総務部長　中社　圭一

住　所

氏　名

電話番号

濃度
区分

　金沢市清川町５番３号

　金沢市清川町５番３号

　０７６－２４１－７３６１

JESCOと契約済ペール缶



（日本産業規格　Ａ列４番）



個 kg 高濃度

型式 製造年月

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

東京芝浦電
気

FBF-2-4015B

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項
保管開始
年月日

R6.3.22

定格
容量

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

参考事項

量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

S39

型式 製造年月製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

LED化工事にて発見した
ため

廃棄物の種類

量

2 5.2蛍光灯用安定器

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

定格
容量

処分
年月日

表示記号
等

量

濃度
区分

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

量

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

所在の場所

台数又は
容器の数

製品の型式等

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

製品の型式等

製品の種類

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

備考

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）



 



令和 6 年 6 月 24 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 課長補佐　笹出 恒一

東京都千代田区大手町一丁目３番地１号

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

住　所

氏　名

電話番号
（石川県本部　県本部長　末政 満）

3 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

全国農業協同組合連合会石川県本部

石川県金沢市古府1-220

076-240-5311

量

濃度
区分

処理業者との
調整状況総重量

（１台当たり
重量×台数）

電話番号

廃棄物の種類

（日本工業規格　Ａ列４番）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

保管の状況

容器の
性状

全国農業協同組合連合会　代表理事理事長　野口 栄

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和

定格
容量

参考事項

（第１面）

保管の場所

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

03-6271-8111

金沢市長　村山 卓

保管事業場の名称

台数又は
容器の数



型式 製造年月

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

定格
容量

処分
年月日

番号

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

廃棄物の種類 参考事項

量
移動先の保管の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

濃度
区分

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

製造年月

保管開始
年月日製造者名

定格
容量

廃棄物の型式等

表示記号
等

型式
廃棄物の種類

量

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

表示記号
等

量
濃度
区分

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

保管終了
理由

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

4-001 75 KVA 三菱電機 SF-T 1984年 不明 台 kg 低濃度

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

製品の型式等

R7.5

製品の種類

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

台数又は
容器の数

変圧器（トランス）

製品の型式等

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

250.01

金沢市松島1－1（農機施設課内）

量

課長補佐　笹出 恒一
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の

管理責任者の職名及び氏名

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

076-240-5311

所在の場所

全国農業協同組合連合会石川県本部

石川県金沢市古府1-220



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

備考

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）


